
概要説明書(外部評価用）

■ 直接実施

■ 委託業務 （ 委託先： ）

□ 補助金 【 □ 直接 □ 間接 】 （ 補助先： 実施主体： )

□ その他 （ ）

★事業費、人件費はすべて千円単位です。

人件費(概算）

21年度の状況
と今後の方針

課長級職員の１名減。
都市計画道路以北の道路、宅地整地及びインフラ整備が進み、安全で快適な都市空間が生ま
れ、事業は着実に進んでいる。現在、JR寒川駅前の移転協議及び公共施設整備に着手してい
る。

特記事項
（事業の沿革等）

総事業費　１３８．７億円　　  　地区の面積　約９．９ｈa　　平均減歩率１３．１％
施行後の主な土地利用　　駅前広場　２，９００㎡、公園(３箇所)　３，０００㎡、道路　約２３，０００
㎡　宅地　約７０，４１０㎡

事業の必要性
（休廃止したと
きの影響等）

本地区はJR寒川駅の北口に位置し、町の中心地区及び交通の拠点として確立すべき地区であ
るが、整備着手前は狭小な道路が錯綜した既成市街地となっており、土地利用の混在化が進ん
でいたため、早急な整備が望まれていた。本事業は、寒川駅北口地区の発展を目的とし、駅前
広場、公園の整備及び商業地区の歩車道の分離などの公共施設の整備改善を進め、良好な中
心市街地を形成し、秩序ある町の発展を目指しています。

町における
類似事業

関連事業費　審議会経費　１２１千円　　推進対策費　３００千円

比較参考値
（他自治体の
状況・ベンチ
マーク等）

近隣市における土地区画整理事業を参考に施行者と情報交換を行いながら事業の推進を図っ
ている。

その他 消耗品、役務費、道路照明灯電気料等 457

コスト
人
件
費

課内職員数 従事職員数 平均給与額等 事業費計 1,189,777

10.0 8.35 7,191 60,045 事業費総計 1,249,822

実施方法
横浜エンジニアリング(株)　外１７社

主な事業の
内容と事業費

事業 詳細 事業費

移転に係る物件の補償 仮換地指定に伴う建物等移転補償
　　　　　　　　　　　　　　　　    ４５件 　５５１，８９４千円
工事に伴う物件移転補償　   ２７件　   ５６，７１４千円
使用収益停止の損失補償    ７２件　 １０４，５９７千円

713,205

土地区画整理に関する工事費 宅地整地整備　　　        １５件 　６４，２９７千円
都市計画道路整備　        ５件　 ５２，２３０千円
区画道路整備　　　　      １２件 １４７，６８７千円
電線共同溝整備　　　       １件   ３４，１２５千円
雨水幹線整備　　　　      　３件　 ７１，７５０千円
その他　　　　　　 　　　      ３件　   ７，５８５千円

377,674

移転関連 土地借上料   　　　　　　　          １，６９７千円 1,697

土地区画整理に関する業務委
託

埋蔵文化財発掘調査関係   　 　３６，５７１千円
事業区域内道路設計業務        ２０，３８０千円
建物調査等業務                    １５，２３６千円
発生土運搬・処分業務              ４，４１０千円
街区・画地境界杭設置              ６，７７２千円
仮換地指定等業務                  ２，２４６千円
その他業務　６件                        １１，１２９千円

96,744

事務事業名 寒川駅北口地区土地区画整理事業 体系コード １３１２１－０１

主管課 都市建設部　寒川駅周辺整備事務所



概要説明書(外部評価用）

□ 直接実施

■ 委託業務 （ 委託先： ）

□ 補助金 【 □ 直接 □ 間接 】 （ 補助先： 実施主体： )

□ その他 （ ）

★事業費、人件費はすべて千円単位です。

事務事業名 道路維持補修事業 体系コード １１１１２－０３

主管課 都市建設部　道路課

職員による補修対応。　２７７箇所
0

主な事業の
内容と事業費

事業 詳細 事業費

町道１０路線の維持補修工事
の実施

「維持管理計画」に基づき、老朽化の著しい道
路から委託（競争入札）により、維持、補修工事
を実施する。

105,280

簡易な道路の補修の実施

  

実施方法
競争入札

コスト
人
件
費

課内職員数 従事職員数 平均給与額等 105,280

13.0 1.20 7,191 8,629 事業費総計 113,909

人件費(概算） 事業費計

21年度の状況
と今後の方針

簡易な道路補修については、早急な対応が必要なため、２１年度から道路維持補修作業委託を
実施している。
２１年７月～２１年１２月末まで　作業内容：舗装穴埋め　４６５箇所　側溝蓋等補修　３０箇所
砂利道　　整備　３２箇所　その他　３７箇所　　　計５６４箇所

特記事項
（事業の沿革等）

平成２０年度維持工事対象路線：倉見４６号・小谷宮山２９号・一之宮１号・宮山９３号・小動１６
号・宮山３９号・大曲田端６号・岡田７号・一之宮８０号の計１０路線。
道路維持管理計画は、平成１９年７～１１月にかけて１級町道８路線約１８．６km、２級町道２４路
線約２０．７km、一般町道１０５路線約４８．７km、合計１３７路線約８７．７kmを徒歩にて職員が目
視調査を行った。調査項目は、ひび割れ、平坦性、騒音・振動、その他状況等を調査しＡ（良）～
Ｄ（劣）のランク付けを行い、早急に対策が必要なＣ・Ｄランクを優先して道路維持工事を行ってい
る。

事業の必要性
（休廃止したと
きの影響等）

町道の維持管理は住民生活に密接に関係するものであり、町民等の安全性、利便性、円滑な交
通の確保のためには、計画的、効率的な維持管理が必要であり、町道の維持管理は、町が行う
ものと道路法第16条第1項に定められている。

町における
類似事業

道路歩道等整備事業

比較参考値
（他自治体の
状況・ベンチ
マーク等）

一人当りの事業費　寒川町：２,２１５円／人　海老名市：２,９７５円／人　大磯町：９０５円／人

　　　　　　　　　　　　 湯河原町：３６０円／人



概要説明書(外部評価用）

■ 直接実施

□ 委託業務 （ 委託先： ）

□ 補助金 【 □ 直接 □ 間接 】 （ 補助先： 実施主体： )

□ その他 （ ）

★事業費、人件費はすべて千円単位です。

事務事業名 環境基本計画推進事業 体系コード ２２１１１－０１

主管課 町民環境部　環境課　環境保全担当

主な事業の
内容と事業費

事業 詳細 事業費

環境審議会の開催

環境審議会を年3回開催し、環境の保全及び創造に
関する基本的事項を調査審議頂いた。（寒川町環境
基本法条例第20条の規定に基づく）
　　環境審議会委員　15人　　　報酬　＠8,700円

270

環境学習会の開催
環境学習会を１回開催した。
　　講師無報酬により実施 20 → 0

環境町民会議への交付金

寒川環境町民会議(さむかわエコネット)に対し、交付
金を交付し、環境活動の推進を支援した。
（寒川町環境基本計画で策定された環境行動指針に
示す各行動及びその他の環境活動を、町民、事業
者、各種団体及び行政が協働し、実践することを目
的とする。）　会員数　32人

300

実施方法

環境基本計画改訂版の発行
平成１4年度に策定した環境基本計画の改訂を平成
19年度に実施し、20年度に印刷発行した。改訂版本
編300冊　概要版17000部(広報と共に配布）

785

環境報告書の作成

寒川町環境基本条例第10条の規定に基づき、作成・
公表・意見募集(平成20年11月）全２００部（配布先：
庁内、出先機関（学校含む）、町議会議員、さむかわ
エコネット、近隣自治体等）

0

その他 審議会委員の費用弁償、職員の旅費、書籍購入 22

コスト
人
件
費

課内職員数 従事職員数 平均給与額等 事業費計 1,377

20.0 1.20 7,191 8,629 事業費総計 10,006

人件費(概算）

21年度の状況
と今後の方針

平成21年度：環境審議会の開催(増)、環境学習会の開催・職員環境研修の実施(増)、環境町民会議への
交付金（増）、地球温暖化防止対策の啓発活動(増)、環境報告書の作成(継続)。関連事業として、県と連携
した住宅用太陽光発電システム設置補助を実施。
今後：平成22年度以降も基本的には環境基本条例、環境基本計画に基づく取り組みを進めると共に、平成
23年度に環境基本計画の見直しに向けた準備・作業を進める。

特記事項
（事業の沿革等）

平成20年11月に藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町の2市1町で組織する湘南広域都市行政協議会の中に広域環
境部会が設置され、地球温暖化防止に向け、連携協力して湘南の地から新たな行動の波を発信しようとい
うことで「湘南ｴｺｳｪｰﾌﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣がスタートした。12月の地球温暖化防止月間では、2日に街頭啓発、6日に
は茅ヶ崎里山公園で合同EVｷｯｸｵﾌｲﾍﾞﾝﾄを実施し、10日にはﾉｰﾏｲｶｰ通勤ﾃﾞｰやｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝﾗｲﾄﾀﾞｳﾝの呼
び掛けを統一行動とした。

事業の必要性
（休廃止したと
きの影響等）

環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに町、町民、事業者及び滞在者の責務を明らかに
するとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定めることにより、当該施策を総合的
かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の町民の健康で安全かつ文化的な生活の確保に寄与すること
を目的とする。

町における
類似事業

類似事業はない。関連事業として環境管理・監査制度(ISO14001)の認証取得事業、環境教育・学習の推進
事業、環境情報の提供事業、地球温暖化防止対策の推進事業、ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰの有効活用事業がある。
関連する事業については、直接的に環境に関わる事業のほか、広くは、事業の主目的は別にあるが、環境
側面を持ち、事業の推進について環境配慮を進める方向性が環境基本計画に記載されている事業。

比較参考値
（他自治体の状
況・ベンチマーク

等）

横浜市、川崎市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、逗子市、相模原
市、秦野市、厚木市、大和市、伊勢原市、海老名市、南足柄市、綾瀬市、葉山町、寒川町、大
磯町、二宮町、中井町、大井町、山北町、開成町、箱根町、愛川町

環境基本計
画策定済み
２７市町

未策定
６市町村

三浦市、座間市、松田町、清川村、真鶴町、湯河原町



概要説明書(外部評価用）

□ 直接実施

□ 委託業務 （ 委託先： ）

■ 補助金 【 ■ 直接 □ 間接 】 （ 補助先： 実施主体： )

□ その他 （ ）

★事業費、人件費はすべて千円単位です。

事務事業名 シルバー人材センター支援事業 体系コード ３２２１１－０４

主管課 健康福祉部　高齢介護課　高齢福祉担当

全国シルバー人材センター事
業協会負担金

全国シルバー人材センター事業協会の賛助会
員。

30

実施方法
ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

主な事業の
内容と事業費

事業 詳細 事業費

町シルバー人材センターへの
補助

町シルバー人材センターに対し、人件費の一部
補助を行う。 20,967

県シルバー人材材センター連
合会負担金

県シルバー人材センター連合会の特別会員。 60

コスト
人
件
費

課内職員数 従事職員数 平均給与額等 事業費計 21,057

12.0 0.10 7,191 719 事業費総計 21,776

人件費(概算）

21年度の状況
と今後の方針

シルバー人材センター会員数は横ばい状態であったが、今年度増加が見込まれる。就業率につ
いても神奈川県内で上位となっている。今後も高齢化社会における高年齢者の就業・社会参加
を促進するため、シルバー人材センターの機能充実・支援を進める。

特記事項
（事業の沿革等）

別紙のとおり　（平成２０年度事業報告：寒川町シルバー人材センター）

事業の必要性
（休廃止したと
きの影響等）

シルバー人材センター支援事業は、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、高
齢者に就業機会を確保提供することを目的として実施している。本事業を休止した場合、高年齢
者の社会参加と生きがいづくりが困難となる。

町における
類似事業

高年齢者の就業機会の確保提供…類似事業なし
高年齢者の社会参加・生きがいづくり…老人クラブ育成事業、敬老会事業

比較参考値
（他自治体の
状況・ベンチ
マーク等）

別紙のとおり　（平成２０年度シルバー人材センター事業統計年報：全国シルバー人材センター
事業協会）



概要説明書(外部評価用）

■ 直接実施

□ 委託業務 （ 委託先： ）

□ 補助金 【 □ 直接 □ 間接 】 （ 補助先： 実施主体： )

□ その他 （ ）

近隣市町の立地支援（優遇制度）

★事業費、人件費はすべて千円単位です。

その他事務経費

旅費(会議等)　　　　　　　　　１，３００円
県企業誘致促進協議会負担金　５０，０００円

52

企業立地促進融資利子補助金

事務事業名 企業誘致促進事業 体系コード ５１２１１－０１

主管課 町民環境部　産業振興課　商工観光担当

申請があった企業へ融資の利子を町が補助する。
・補助件数２件

8,646

平均給与額等

町内の工業系地域において、業種、投下資本額等を満た
す企業立地や既存企業の事業拡大に対して、固定資産税
及び都市計画税を５年間免除または軽減を行う。
（１）土地の取得を伴う場合
固定資産税→課税免除
都市計画税→課税免除
１８年度　０社、１９年度　１社、２０年度　１社
（２）土地の取得を伴わない場合
固定資産税→0.7％（1/2軽減）
都市計画税→0.1％（1/2軽減）
１８年度　２社、１９年度　４社、２０年度　４社

0

実施方法

主な事業の
内容と事業費

事業 詳細 事業費

企業立地雇用奨励金

町内に立地した企業に対し、雇用を促進した場合に奨励
金を支払う。
＠30，000円（障害者＠40，000円）
・申請無し

税制（町税の免除・軽減）

0

特記事項
（事業の沿革等）

県は2004年12月からスタートした企業誘致制度「インベスト神奈川」を22年度から大幅に縮小す
ることにした。進出企業に対して投資額の助成などをすることで現在までに120社から約6,000億
円の投資を呼び込んだが、財政難により見直しが迫られ県内に進出する企業と地元中小企業と
の共同開発に対して助成する新制度へ路線転換することになった。

事業の必要性
（休廃止したと
きの影響等）

既存企業の町外転出は、本町の税収確保や町民の雇用に重大な悪影響を及ぼすため、企業誘
致の促進と既存企業の投資の誘発（町外転出防止）に関する事業は、必要性が高い。

町における
類似事業

・中小企業施設整備資金特別融資
・中小企業施設整備資金特別融資利子補助

比較参考値
（他自治体の
状況・ベンチ
マーク等）

茅ヶ崎

税制

藤沢

雇用奨励・利子補給・税制

平塚 山北

雇用奨励・税制

愛川

雇用奨励・税制雇用助成・施設整備助成

9,058

人件費(概算）

21年度の状況
と今後の方針

18年度から現在までに5社、約153億円の投資を呼び込んだ。現在も1社の申請があり、3社から
の問い合わせや相談を受けている。
寒川町企業等の立地促進に関する条例は23年3月31日にで効力を失うため、22年度中に今後
の方針について検討する。

事業費計 8,698

8.0 0.05 7,191 360 事業費総計
コスト

人
件
費

課内職員数 従事職員数



概要説明書(外部評価用）

■ 直接実施

□ 委託業務 （ 委託先： ）

□ 補助金 【 □ 直接 □ 間接 】 （ 補助先： 実施主体： )

□ その他 （ ）

★事業費、人件費はすべて千円単位です。

事務事業名 町民相談事業 体系コード ００１２３－０１

主管課 町民環境部　町民課　住民協働担当

法律相談の実施

毎月第１～３の水曜日（13時～16時）に弁護士による
相談を実施。（1案件あたり３０分）
相談員（弁護士）謝礼　＠30，000円×３５回

1,050

司法書士相談の実施

実施方法

毎月第２の金曜日（13時～16時）に司法書士による
相談を実施。（1案件あたり３０分）
相談員（司法書士）謝礼　＠5，000円×１２回

主な事業の
内容と事業費

事業 詳細 事業費

事務経費
・旅費
・消耗品費
・食糧費
・通信運搬費（ＦＡＸ通信料）
・機械器具借上料（ＦＡＸリース料）

60

行政相談の実施

隔月第３の金曜日（13時～15時）に行政相談委員に
よる相談を実施。 0

税務相談の実施

毎月第４の金曜日（13時～16時）に税理士による相
談を実施。（1案件あたり３０分）
相談員（税理士）謝礼　＠10，000円×１２回

120

法律扶助事業補助

経済的困窮者に対する訴訟等費用などの援助のた
め、横浜弁護士会に補助を行う。
20，000円/年

20

その他 137

コスト
人
件
費

課内職員数 従事職員数 平均給与額等 1,387

12.0 0.44 7,191 3,164 事業費総計 4,551

人件費(概算） 事業費計

21年度の状況
と今後の方針

・２市１町の広域連携事業として、県の関係機関（女性センター、保健福祉事務所、警察署等）と合同で情
報交換の場を設け、ＤＶ相談を含めた被害者に対するきめ細かい支援を行うことを検討している。
・相談環境の整備に向けて、平成22年度に相談室の改修等を予定している。
・緊急財政対策に伴い、旅費等諸経費における一律の削減があった。

特記事項
（事業の沿革等）

・法律相談　・・・・・・H20年度実績192件、平成11年より現行体制
・司法書士相談　・・H20年度実績34件
・税務相談　・・・・・・H20年度実績18件
・行政相談　・・・・・・H20年度実績4件

事業の必要性
（休廃止したと
きの影響等）

税務相談のように特定の時期に相談が集中するものもあるが、社会情勢の変化もあって全般的に相談件
数は増加傾向にあり、住民の相談に対する需要は高まっていると考えられるため必要性は大きく、むしろ拡
大していくべきものと考える。

町における
類似事業

その他別事業として実施している相談（人権相談、消費生活相談）

比較参考値
（他自治体の
状況・ベンチ
マーク等）

他自治体での実施状況等を記載してください。
　　　　　　　　茅ヶ崎市　　藤沢市　　平塚市　　海老名市　　大磯町　　　　葉山町
法律相談　　　○　　　　　　　○　　　　　○　　　　　 ○　　　　　　○　　　　　　　○
登記相談　　　○　　　　　　　○　　　　　○　　　　　 ○　　　　　　×　　　　　　　○
税務相談　　　○　　　　　　　○　　　　　○　　　　　 ○　　　　申告時期のみ 　×
行政相談　　　○　　　　　　　○　　　　　○　　　　　 ○　　　　　　○　　　　　　　○




